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 「多極化」や「デタント」といった 1960 年代の冷戦構造の変容に対し、日本外交はど

のように対応したのか。そこには、いかなる国際秩序観が存在していたのか。本論文は、

この時期の日本の外交指導を担った池田勇人・佐藤栄作政権が、アジア冷戦の中心的存在

であった中国に対して展開した外交に焦点を当てることによって、この問いに答えようと

するものである。その際本論文は、官庁よりも政治家の役割を重視した上で、彼らの国際

秩序観における多様性に着目し、その類型化を行う。 

 本論文は先行研究に対し、次の二つの文脈において、その問題点を修正する狙いを持っ

ている。第一に、1960年代を対象とする日本外交史研究においては、いわゆる「吉田路線」

の定着や、経済成長を背景とする外交の変容といった重要なテーマに関する実証研究が進

んできた一方で、この時期における冷戦の構造変容への対応が直接の主題とされることは

なかった。第二に、戦後日本の狭義の対中政策に関する先行研究においても、対中政策の

背景にある国際政治構造への対応を、日本外交に内在的な視点から本格的に検討するとい

う課題は置き去りにされていた。ここでは、外交文書の公開以前には、国際環境の重要性

を客観的要因として強調する研究が政治学者らによって行われていた。だが文書公開によ

り実証研究が可能になって以後は、国際環境の重要性を内在的に検討する課題よりも、い
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わゆる「二つの中国」問題に関心が集中してしまっていた。 

 なお本論文は、未公刊・公刊外交文書、二次的文献として、日本、アメリカ、イギリス、

台湾、フランス、ドイツ、オーストラリア、中国、国連といった多数国・国際機関の史料

に依拠し、多角的・立体的な分析を行うものである。 

 本論文の構成は、次の通りである。導入部である「課題と視角」に続き、本論文の基本

的な分析枠組を序章で詳述する。その後、第一章から第三章と終章において、池田・佐藤

政権の対中外交と、日中国交正常化を行った田中角栄政権の外交に関する時系列的な歴史

叙述を行う。最後に「総括と展望」において、本論文の議論を纏めるとともに、それが後

の日本外交にどのように継承されていったのかについて、若干の考察を行う。 

 序章では、やや結論的に、この時期の日本外交に内在した二つの国際秩序観の系譜――

「日米中」提携と「日米中ソ」協調――について、その内容と担い手についての詳細な説

明がなされる。「日米中」提携を追求したのは、吉田茂、池田、佐藤、田中といった「保守

本流」とともに、アジア主義的心情の強い松村謙三であった。彼らは例外なく、中ソが決

して一枚岩ではないという強い確信を持っていた。その上で、中国を日米の側に引き込み、

ソ連を排除した「日米中」の提携を形成するという長期的構想を有していた。 

他方、「日米中ソ」協調を模索したのは、岸信介、椎名悦三郎、福田赳夫、石橋湛山、三

木武夫などの「反吉田」勢力とともに、高坂正堯、永井陽之助といった論壇における現実

主義者であった。彼らは、吉田らとは対照的に、中ソの一体性を信じる傾向があり、その

対立が顕在化した後にも、しばしば中ソ再接近の可能性を論じた。また 60 年代における

米ソ・デタントの進行を積極的に評価し、そこに日本と中国も加わることで、最終的に「日

米中ソ」の協調を実現するとの展望を持っていた。 

 第一章は、「日米中」提携を積極的に模索した池田政権の対中外交を対象とする。池田政

権はまず 1961年の国連中国代表権問題に際して、「二つの中国」論に基づく中国の加盟を

模索した。それは、軍縮やアジアの諸問題に関して形成されつつあった国際的枠組に、中

国を編入しようとする問題意識とも結び付いていた。 

 1962年に入ると、中ソ間の亀裂が徐々に顕在化したが、外務省内の多くはその対立に慎

重な見方を採った。しかし、吉田とともにこれを「日米中」提携へ向けた好機を捉えた池

田は、松村などと協力して日中 LT 貿易を成立させ、また中国問題をめぐって欧州諸国の

説得に乗り出した。だが 62年秋のキューバ危機と中印紛争の後、アメリカが中ソ間で「ソ

連寄り」の姿勢を明確にしたことは、必然的に中国問題をめぐる日米摩擦に繋がった。池
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田はアメリカの牽制にも臆せず、63年 8月には中国に対するビニロン・プラント輸出を決

行したが、同時期に米英ソで調印された部分的核実験禁止条約に象徴されるように、この

頃米ソ・デタントと中国の孤立化という国際環境の構図は決定的となった。 

こうして「日米中」提携の追求が困難となる中、1964 年 1 月の仏中国交樹立の際には

対中承認の決行も視野に入ったものの、池田政権の外交は末期には積極性を失っていった。

アメリカがベトナムへの直接軍事介入に歩みを進め、米中対立が激化しつつあった状況で、

池田政権は中国との貿易事務所の相互設置や記者交換などを通じた「日米中」提携の模索

を続ける一方、韓国、台湾、ソ連との関係強化により中国の孤立化にも与することになっ

ていった。 

 第二章は、米ソ・デタントに進んで適応し、中国の孤立化を念頭に置いた「日米ソ」連

合ともいうべき協力関係に与した佐藤政権前期の対中外交を対象とする。元来佐藤は兄の

岸とは異なり、吉田や池田の「日米中」提携という目標を共有していた。だが米中対立の

国際環境の下、佐藤が池田に比べて対米配慮を重視したこともあり、政権発足が近づくに

つれ、中国問題よりも沖縄返還を優先課題とするようになっていった。 

政権発足後、佐藤政権は「日米ソ」連合とともに「日豪印」「日韓台」の協力関係を強化

し、いわば「中国包囲網」への参加とも見做しうる外交を展開していった。この背景には、

「日米中ソ」協調を長期的目標とした椎名や三木が外相を務め、彼らが対ソ関係を重視し

たこともあった。またこの頃永井も、「日米ソ」連合に類する主張を展開していた。ただこ

の時期も佐藤は、対中接触を通じた日中関係改善や、松村訪中などを通じた「米中の『架

け橋』」の試みに関与し、「日米中」提携への関心を維持していた。佐藤はその後、中国に

おける文革やベトナム情勢の収束が視野に入るにつれ、徐々に「日米ソ」連合からの脱却

や、中国の孤立化の是正に関心を示すようになっていった。 

 第三章は、米中対立が緩和に向かう中で、「日米ソ」連合から再び「日米中」提携を模索

していった佐藤政権後期の対中外交を扱う。1969 年 3 月に中国とソ連が国境で軍事衝突

に至ると、日本では「米中ソ」の「三極」として国際関係を捉える見方が広まった。その

上で岸や三木は中ソ再接近の可能性を検討し、他方外務省内の多くは中国外交の転換可能

性は低いと見ていたが、佐藤は中ソ再接近よりも米中接近の可能性が高いと考えていた。

そこで佐藤は「日米ソ」連合から「日米中」提携への転換に向けて動き出したが、佐藤を

苦悩させたのは、米中関係が改善の兆しを見せる一方で、この頃日中・日米関係が悪化し、

佐藤政権が疎外されたことであった。 
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 1971年 7月のニクソン訪中発表によって米中接近が明らかになると、佐藤は「日米中」

提携の模索を加速した。同年の国連総会では対米配慮により台湾の議席を擁護したものの、

中国の加盟が決まったことを契機に、佐藤は日中国交正常化の推進を決意した。他方ニク

ソン訪ソ発表やソ連を重視した福田外相の存在を背景に、佐藤政権は対ソ関係への配慮も

見せた一方、佐藤は「日米中」提携を着実に推進し、末期の対中政策はかなりの程度田中

政権と連続することになった。 

 終章は、田中政権による日中国交正常化と、その「日米中」提携の模索を検討する。一

般に「内政家」としての印象が強い田中であるが、「外交家」としては池田や佐藤と同様、

「日米中」提携を模索する吉田的な個性を有していた。この頃も依然対中・対ソ関係のバ

ランスを重視していたアメリカや、日中の接近を警戒するソ連の懸念をよそに、田中は日

中国交正常化に踏み切り、ソ連とは距離を置いた「日米中」提携を積極的に追求していっ

た。 

 以上の叙述を踏まえ、最後の「総括と展望」では、「日米中」提携と「日米中ソ」協調の

差異を生み出した要因を探るべく、両者のより根本的な背景に関する考察を行った。両者

の違いは、アジアの国際秩序を構成する原理として、グローバルで普遍的な秩序原理と同

様のものを想定するのか、あるいはそうではない個別の秩序原理の可能性を信じるのかと

いう点にあった。「冷戦」というグローバルな国際政治の潮流から一定の距離を置こうとし

た吉田、池田、佐藤、田中と、欧米とは一線を画す「アジアの連帯」に関心を注いだ松村

の国際秩序観が重なり合ったのは、その意味で決して偶然ではなかった。 

他方、岸、椎名、福田、石橋、三木は、アジアにおいても根を張っていた「冷戦」とい

う存在に対して極めて敏感であり、アジアの安定の前提としての米ソ・デタントを重視し

た。高坂や永井といった論壇の現実主義者が彼らと共通する議論を展開したのは、一つに

はその知的背景が、冷戦の主たる当事国であった欧米の国際政治学と結び付いていたこと

もあったかもしれないが、彼らも同様に、アジアにおける冷戦の存在を軽視しなかったか

らでもあった。 

 二つの系譜はその後も、日本外交において重要な意味を持った。但し 70 年代末におい

ては、「日米中」提携が優勢となっていった。米ソ関係がデタントから新冷戦へと向かう中、

「日米中」提携をめぐる吉田の対中政策論は、元来「日米中ソ」協調を志向した福田の政

権に深く浸透し、「反ソ」を示唆する「反覇権」条項を含んだ日中平和友好条約の締結に至

った。 


